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水野忠恒名誉教授　略歴

1970 年 03 月　　私立武蔵高等学校卒業
1971 年 04 月　　東京大学教養学部文科一類入学
1974 年 09 月　　国家公務員採用上級甲種試験合格（法律）
1975 年 03 月　　東京大学法学部卒業
1975 年 04 月　　東京大学法学部助手
1978 年 11 月　　東北大学法学部助教授
1982 年 06 月　　ハーバード大学ロースクール及びカリフォルニア大学バークレ

ー校ロースクール留学（至 1984 年 8 月）
1992 年 04 月　　東北大学法学部教授
1994 年 04 月　　早稲田大学法学部教授

政府税制調査会特別委員（至 1997 年 3 月）
1994 年 12 月　　博士（法学、東京大学）
1997 年 04 月　　一橋大学法学部教授

政府税制調査会委員：2000 年には法人課税小委員会委員長、非
営利法人課税ワーキンググループ座長（至 2006 年）

1998 年 04 月　　大都市税制研究会委員
1998 年 06 月　　日本学術振興会特別研究員等審査会専門委員（至 2000 年 5 月）
1998 年 09 月　　税調委員海外調査：フランスの職業税、ドイツの営業税の調査、

オーストリアの賃金総額税を調査
1999 年 04 月　　一橋大学大学院法学研究科教授
2000 年 04 月　　財団法人資産評価システム研究センター地方税における資産課

税のあり方に関する調査研究委員会委員（至 2009 年 3 月）
2000 年 06 月　　国税庁申告手続の電子化等に関する研究会座長
2000 年 10 月　　租税法学会理事長（至 2012 年）
2001 年 04 月　　税務大学校客員教授
2001 年 10 月　　環境省中央環境審議会総合政策・地球環境合同部会地球温暖化
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税制専門委員会委員（至 2003 年 11 月）
2002 年 03 月　　財団法人自治総合センター地方税における法定外目的税の活用

方策に関する調査研究委員会委員
2002 年 04 月　　帯広市で開かれた地方公聴会「税についての対話集会」に出席
2004 年 04 月　　一橋大学大学院法務専攻（法科大学院教授）兼担
2004 年 09 月　　国税庁国税審議会臨時委員（国税審査分科会、税理士分科会、

酒類分科会）
2005 年 01 月　　国税庁国税審議会委員（国税審査分科会分科会長、税理士分科

会委員、酒類分科会委員）
内閣府 M&A 研究会委員（至 2007 年）

2005 年 04 月　　司法試験（新司法試験）考査委員（至 2012 年 9 月）
財務省関税等不服審査会委員（至 2012 年 9 月、うち 2010 年～
2011 年関税・知的財産分科会分科会長を経て、2011 年より会長）

2006 年 04 月　　公認会計士試験委員（租税法）（至 2009 年 3 月）
2006 年 05 月　　東京大学先端科学技術研究センター客員教授
2006 年 07 月　　拓殖大学大学院商学研究科客員教授（至現在）
2006 年 11 月　　政府税制調査会特別委員（調査分析部会委員）
2007 年 04 月　　内閣府公益認定等委員会委員（至 2010 年 3 月）

総務省ふるさと納税研究会委員（至 2007 年 10 月）
2007 年 06 月　　第 61 回国際租税協会（International Fiscal Association）年次

総会財務委員長
2007 年 11 月　　一橋大学永年勤続者表彰
2008 年 00 月　　財務省関税・外国為替等審議会関税分科会専門委員（至 2012

年 9 月）
2010 年 11 月　　紫綬褒章
2011 年 04 月　　税務大学校客員教授（至 2012 年 3 月）
2012 年 04 月　　明治大学経営学部会計学科教授
2015 年 03 月　　一橋大学名誉教授
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